
魚津市告示第140号 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業実施要綱を次のように定める

。 

 

  令和４年12月５日 

 

                    魚津市長  村椿  晃 

 

 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第77条第３項の

規定に基づき、訪問により居宅において入浴サービスを提供し、身体障害

者・児の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図り、もって地域におけ

る身体障害者・児の生活を支援することを目的とする。 

（実施主体） 

第２条 この事業の実施主体は、魚津市とする。 

（対象者） 

第３条 この事業の対象者は、市内に居住する次の各号のいずれにも該当す

る者で、この事業の利用を図らなければ入浴が困難と認められるものとす

る。 

（１） 身体障害者手帳の交付を受けている者 

 （２） 介護保険法（平成９年法律第123号）による要介護又は要支援の

認定要件に該当しない者 

（３） 家族等の介護者による入浴が困難な者 

（４） 法で定める障害福祉サービスの利用による入浴が困難な者 

（５） 主治医が適当と認めた者 

（事業の内容） 

第４条 第10条の規定により市長の登録を受けた事業者（以下「事業者」と

いう。）は、訪問入浴サービスを提供するに当たり、看護師、准看護師又

は介護職員が、対象者の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入浴の介

護を行うものとする。 

２ 事業者は、訪問入浴サービスを提供するに当たっては、３名以上の従事

者を従事させることとし、このうち少なくとも１名は看護師又は准看護師



の資格を有する者でなければならない。 

３ 入浴サービス提供時に利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場

合は、サービス提供従事者は、速やかに主治医又はあらかじめ事業者が定

めた協力医療機関への連絡等必要な措置を講じなければならない。 

（利用の申請、決定等） 

第５条 この事業の利用を申請しようとする者（対象者が18歳に満たないと

きは、その保護者。以下「申請者」という。）は、魚津市在宅身体障害者

訪問入浴サービス利用申請書（様式第１号）に医師の意見書（訪問入浴サ

ービス事業用）（様式第２号）を添えて、魚津市社会福祉事務所長（以下

「所長」という。）に提出するものとする。 

２ 所長は、前項の申請書の提出があったときは、対象者の世帯の状況等を

調査して申請に係る利用の適否を決定し、申請者に魚津市在宅身体障害者

訪問入浴サービス利用決定（却下）通知書（様式第３号）により通知する

ものとする。 

３ 申請者は、申請内容に変更が生じた場合、速やかに魚津市在宅身体障害

者訪問入浴サービス変更届出書（様式第４号）を所長に提出するものとす

る。 

４ 所長は、第２項の規定による利用の決定を受けた者（以下「利用者」と

いう。）が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の規定による利用

決定を取り消すことができる。 

 （１） この事業の対象者でなくなった場合 

 （２） 不正又は虚偽の申請により利用決定を受けた場合 

 （３） その他所長が取り消すことを必要と認めた場合 

５ 所長は、前項の規定により利用決定を取り消すときは、魚津市在宅身体

障害者訪問入浴サービス利用決定取消通知書（様式第５号）により利用者

に通知するものとする。 

（利用回数） 

第６条 事業の利用回数は、１月につき10日を上限とする。ただし、所長が

必要と認める場合には、この限りではない。 

（費用の支給） 

第７条 市長は、利用者が当該利用決定に基づく訪問入浴サービスを受けた

ときは、１回当たり介護保険法に基づく指定居宅サービスに要する費用の

算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）別表第２項イに掲げる訪

問入浴介護費の単位数に10を乗じた額の100分の90に相当する額を支給す

るものとする。ただし、次の各号に掲げる場合には、100分の100に相当す

る額を支給する。 

（１） 利用の申請をする年度（利用の申請をする日が４月から６月まで



にあるときは前年度。）における市民税について、利用者及びその配偶

者とも非課税であるとき。ただし、利用者が18歳未満の場合は、住民票

上の世帯員の全てが市民税非課税であるとき。 

 （２） 利用者が生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規

定する被保護者であるとき。 

２ 前項の場合において、利用者があらかじめ同項の規定による費用の支給

について代理受領を申し出ている場合は、当該利用者に支給すべき額の限

度において、利用者に代わり当該事業者に支払うことができる。 

３ 前項の規定による支払があったときは、利用者に対し第１項の規定によ

る費用の支給があったものとみなす。 

（事業者の登録） 

第８条 事業者の登録は、訪問入浴サービスを行う事業所ごとに行うものと

する。 

（事業者の登録申請） 

第９条 前条の規定に基づき事業者の登録を受けようとする者（以下「事業

登録申請者」という。）は、魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業

者登録申請書（様式第６号）に次に掲げる事項を記載した書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（１） 事業所の名称及び所在地 

（２） 事業所の管理者の氏名、経歴及び住所 

（３） 事業所のサービス提供責任者の氏名、経歴及び住所 

（４） 運営規程 

（５） 利用者からの苦情を解決するために講ずる措置 

（６） 従業者の勤務の体制及び勤務形態 

（７） 介護保険法における訪問入浴介護の指定を受けていることを証す

る書類 

（８） その他登録に関し、市長が必要と認める事項 

（登録の通知） 

第10条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し

、事業者の登録の可否を決定し、事業者登録申請者に魚津市在宅身体障害

者訪問入浴サービス事業者登録決定（却下）通知書（様式第７号）により

通知するものとする。 

（変更等の届出） 

第11条 事業者は、登録事項を変更したとき、及び当該事業を廃止し、休止

し、又は再開したときは、魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業者

変更（廃止・休止・再開）届出書（様式第８号）により、速やかに市長に

届け出なければならない。 



（報告等） 

第12条 市長は、第７条の規定による費用の支給に関して必要があると認め

るときは、事業者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは

提示を命じ、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは事業所に

立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることがで

きる。 

（登録の取消し） 

第13条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、

その登録を取り消すことができる。 

（１） 第７条の規定による費用の請求に関し不正があったとき。 

（２） 第４条に規定する内容を行うことができなくなったとき。 

（３） 前条の規定による質問若しくは検査に応じず、又は虚偽の報告を

したとき。 

（４） 不正の手段により第10条に規定する登録を受けたとき。 

（５） その他市長が取り消すことを必要と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により登録を取り消すときは、魚津市在宅身体障害

者訪問入浴サービス事業者登録取消通知書（様式第９号）により事業者に

通知するものとする。 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

 （要綱の廃止） 

２ 魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業実施要綱（平成12年魚津市

告示第54号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ この要綱の施行前に旧要綱の規定によりなされた申請又は決定は、この

要綱の該当規定によりなされたものとみなす。 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サ-ビス利用申請書 

年  月  日 

魚津市社会福祉事務所長 あて 

 

申請者 住 所                    

氏 名                    

対象者との続柄                

電 話                    

 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サ－ビス事業実施要綱による訪問入浴サービスの利用を申請します。 

記 

サービスを 

必要とする者 

ふりがな 

氏 名  

 

住 所 魚津市 

生年月日 
 

年  月  日       （   歳） 

障害の状況 身体障害者 障害名                        (身障手帳        級) 

サービスを 

必要する理由 

本人の状況  

家庭・介護 

の状況 
 

希望サービス 
利用期間 年  月  日 から    年  月  日まで 

希望サービス 
利用回数 １月当たり        回希望 

 

家庭の状況 

 

氏  名 生年月日 性別 職 業 市民税の状況 

    □課税   □非課税 

    □課税   □非課税 

    □課税   □非課税 

    □課税   □非課税 

    □課税   □非課税 

  
 魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービスの利用決定に必要があるときは、私及び配偶者（対象者が 18 歳未満
の場合は、住民票上の世帯員の全て）の市民税の課税状況などについて担当職員が調査することに同意します。
  
 申請者氏名                
 
 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業の費用の支給の受領に関する権限について、事業登録事業者に
委任します。 
 
 申請者氏名                 

   

（添付書類）医師の意見書 



様式第２号（第５条関係） 

医師の意見書（訪問入浴サービス事業用）  

 

ふりがな  
生年 

月日 
   年  月  日 男・女 

氏名  

住所 魚津市 

傷病名  

治療経過等  

血圧・脈拍に関する注

意事項 

平均血圧     ／     mmHg   脈拍     回／分 

 

≪入浴不可指示値≫ 

（高い場合）収縮期：     mmHg／拡張期：     mmHg まで 

（低い場合）収縮期：     mmHg／拡張期：     mmHg まで 

感染症の有無 

感染のあるものを○印で囲んでください。 

 Ｂ型肝炎 ・ Ｃ型肝炎 ・ 緑膿菌 ・ ＭＲＳＡ ・ 疥癬 

 その他（                           ） 

 無 

褥瘡の有無  有 （                            ） ・ 無 

その他注意事項 

（胃ろう、バルーンカテーテル、カニューレ等がある場合の処置も含めて） 

 

 

 

訪問入浴の可否  可 ・ 否 

年   月   日        医療機関所在地 

医療機関名 

電話番号 

診療担当科名 

担当医師氏名                 ㊞ 

（注） この医師の意見書の写しを、利用者から訪問入浴サービス事業者に提示してください。 



様式第３号（第５条関係） 

 

魚津市指令 第 号 

 

住 所 

氏 名 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サ－ビス利用決定（却下）通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービ

スについて、次のとおり決定しましたので通知します。 

 

     年  月  日 

 

魚津市社会福祉事務所長 

 

記 

 

 

１ 決  定 

 

利用決定対象者氏名   

 

利用決定期間       年  月  日から  年  月  日まで 

 

利用決定回数        回/月 

 

費用の支給  

 

 

２ 却  下 

却下の理由 

 



様式第４号（第５条関係） 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス変更届出書 

 

年  月  日 

 

魚津市社会福祉事務所長 あて 

 

 

届出者 住 所              

氏 名              

利用者との続柄          

電 話              

 

 

下記のとおり申請内容について変更がありましたので届け出ます。 

 

記 

 

 

 

サ ー ビ ス
利 用 者

氏 名  

 

住 所 魚津市 

 

理 
 

 

由 

死   亡 年      月      日      死 亡 

 

氏名の変更 （旧） （新） 

 

住所の変更 （旧） （新） 

そ の 他 

 



様式第５号(第５条関係) 

 

魚津市指令 第     号 

 

住 所 

氏 名 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス利用決定取消通知書 

 

 

年  月  日付け魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス利用決定につ

いて、次のとおり取消しましたので通知します。 

 

     年  月  日 

 

魚津市社会福祉事務所長 

 

記 

 

利

用

者

 

氏 名  
生年 

月日 
年  月  日 

住 所   

取 消 内 容  

 取消となる利用決定期間    年 月 日から 年 月 日まで 

 

取消となる利用決定回数    回/月 

  

取消となる費用の支給      

取 消 理 由   

 

 



様式第６号(第９条関係) 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業者登録申請書 

年  月  日  

  魚津市長 あて 

申請者  所在地                     

  名 称                     

代表者                     

 

  魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業実施要綱第９条に規定する当該事業の事業者の

登録を受けるにあたり、下記のとおり申請します。 

記 

申
請
者
（
設
置
者
） 

フ リ ガ ナ   

名 称   

 主たる事務所の

所在地 

       

  

法人である場その種別   法人所轄庁   

連絡先 電話番号    FAX番号   

代表者の職・氏名 
職名    氏名   

生年月日  

代 表 者 の 住 所 
  

  

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所 

フ リ ガ ナ   

名 称   

事業所の 

所在地 

       

  

管理者の職・氏名・経

歴・住所 

職名  氏名  

生年月日  

経歴  

住所 
 

        

サービス提供責任者

の職・氏名・経歴・住

所 

職名  氏名  

生年月日  

経歴  

住所 
 

        

登録申請をする事業の

事業開始予定年月日 
   年  月  日 

（添付書類）「運営規程」、「利用者からの苦情を解決するために講ずる措置」、「従業者の勤務の体

制及び勤務形態」及び「介護保険法における訪問入浴介護の指定を受けていることを証する書類」 



様式第７号（第10条関係） 

 

魚津市指令 第     号 

 

事業者所在地 

事業者名 

事業者代表者 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サ－ビス事業者登録決定（却下）通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービ

ス事業者の登録について、魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業実施要綱第10

条の規定により、次のとおり決定しましたので通知します。 

 

     年  月  日 

 

魚津市長 

 

記 

 

 

１ 登 録 決 定 

 

事業者名   

事業者所在地 

事業者代表者名 

   

事業所名 

事業所所在地 

   

 登録開始日       年  月  日 

 

２ 登 録 却 下 

却下の理由 



様式第８号（第 11 条関係） 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業者変更（廃止・休止・再開）届出書 

年  月  日  

 魚津市長 あて 

届出者 所在地                 

 名 称                     

代表者                     

 

 次のとおり登録決定を受けた内容を変更（廃止・休止・再開）しましたので届け出ます。 

登録内容を変更（廃止・休止・

再開）した事業所 

名 称   

所 在 地   

変更事項 

変更の内容 

1 申請者の名称 
(変更前) (変更後) 

2 申請者の主たる事務所の所在地 

3 
代表者の氏名、生年月日、住所又は

職名 

4 事業所の名称 

5 事業所の所在地 

6 
事業所の管理者の氏名、生年月日、

住所又は経歴 

7 

事業所のサービス提供責任者の相談

支援専門員の氏名、生年月日、住所

又は経歴 

8 運営規程 

9 その他 

変更年月日    年 月 日 

廃止・休止・再開事項 

廃止・休止・再開年月日    年 月 日 

廃止・休止した理由  

（変更の場合の添付書類）「変更内容が確認できる書類」 

（再開の場合の添付書類）「運営規程」、「利用者からの苦情を解決するために講ずる措置」、「従業者の勤務の体制及び勤

務形態」及び「介護保険法における訪問入浴介護の指定を受けていることを証する書類」 



様式第９号(第13条関係) 

 

魚津市指令 第     号 

 

事業者所在地 

事業者名 

事業者代表者 

 

魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業者登録取消通知書 

 

 

年  月  日付け魚津市在宅身体障害者訪問入浴サービス事業者登録に

ついて、次のとおり取消しましたので通知します。 

 

     年  月  日 

 

魚津市長 

 

記 

 

事

業

者
 

事業者名  

所在地  

代表者名  

登 録 取 消  

年 月 日  
    年  月  日 

登 録 取 消  

理 由  
 

 


